
令和７年度豊明市の決算状況

　歳入の主な増額要因としては、国庫支出金16.6%増、県支出金では17.5％増が挙げられます。

　※端数処理の関係上、内訳の計が合計と一致しない場合があります。

■一般会計

□市民のみなさまに納付していただいた各種税金

■特別会計

国民健康保険 土地取得 墓園事業 介護保険 後期高齢者医療 水上太陽光発電事業

歳入

歳出

■市有財産

土地 886,965 ㎡

建物 159,757 ㎡

※1 財政調整基金は、地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金です。
※2 教育基金、公共施設建設及び整備基金などの特定目的基金は、その目的のために設置されている基金です。

　令和７年度一般会計決算は、歳入328億6,597万円、歳出313億8,769万円で、前年度に比べ歳入で12.6％増、歳出で13.6％
増となりました。

　歳出の主なものは、保育事業27億6,739万円、心身障害児者扶助事業25億4,977万円、児童福祉事務事業20億2,537万円、市
街地開発事業17億7,898万円、後期高齢者医療事業11億1,545万円などとなりました。

固定資産税 50億7,544万円 たばこ税 4億342万円

7億4,671万円市民税 53億7,676万円 軽自動車税 2億138万円 都市計画税

5,289万円

57億4,050万円 399万円 2,295万円 61億 225万円 14億5,526万円 6,315万円

57億1,358万円 399万円 1,867万円 58億5,723万円 14億5,306万円

基金

126億2,350万円

財政調整基金 ※1 37億4,896万円

その他基金   ※2 60億3,709万円

特別会計に関する基金 28億3,745万円

民生費

132.3億円

(42.2%)

総務費

40.6億円

(12.9%)

土木費

36.6億円

(11.7%)

教育費

33.4億円(10.6%)

諸支出金

21.9億円(7%)

衛生費

19.7億円(6.3%)

公債費

13.5億円

(4.3%)

消防費

9.5億円

(3%)

その他

6.2億円

(2%)

歳出
313億8,769万円

歳出

市税

118.1億円

(35.9%)

国庫支出金

60.7億円

(18.5%)地方交付税

25.5億円(7.8%)

県支出金

24.1億円(7.3%)

繰入金

22.9億円(7%)

地方消費税交付金

19.1億円(5.8%)

市債

18.0億円

(5.5%)

繰越金

15.3億円

(4.7%)

その他

24.9億円

(7.6%)
歳入

歳入
328億6,597万円

① 市 税 118億1,012万円

② 国庫支 出金 60億7,166万円

③ 地方交 付税 25億5,108万円

④ 県 支 出 金 24億 615万円

⑤ 繰 入 金 22億9,264万円

⑥
地方消費税交
付 金

19億1,099万円

⑦ 市 債 18億  90万円

⑧ 繰 越 金 15億2,934万円

⑨ そ の 他 24億9,311万円

計 328億6,597万円

前年度の決算で生じた剰余金を本年度の収入と
して編入したお金

寄附金、その他の交付金など

市民税や固定資産税など

将来世代も利用する施設整備等のために借入れ
たお金

地方公共団体が等しく事務ができるよう一定の
基準で国から交付されたお金

特定の事業を行うため国から交付されたお金

特定の事業を行うため県から交付されたお金

市の貯金（基金）の取崩し

地方消費税のうち人口割合などに応じて交付
されたお金

① 民 生 費 132億3,203万円

② 総 務 費 40億6,429万円

③ 土 木 費 36億5,948万円

④ 教 育 費 33億4,165万円

⑤ 諸 支 出 金 21億8,798万円 市の貯金（基金）に積み立てたお金

⑥ 衛 生 費 19億7,368万円

⑦ 公 債 費 13億5,116万円

⑧ 消 防 費 9億5,269万円

⑨ そ の 他 6億2,472万円

計 313億8,769万円

幼児や高齢者、体の不自由な人などのために
使われたお金

市役所全般的な事務に使われたお金

商工費、農林水産業費などその他の支出

消防・救急活動や災害を防ぐために使われた
お金

過去に借り入れた地方債の返済に充てたお金

健康増進や予防接種、ごみ処理に使われたお金

小中学校の経費や市民の学習・文化活動に使
われたお金

道路や河川、公園などの土木工事に使われた
お金



■市債
市債現在額 165億7,067万円 (　うち臨時財政対策債 )

■令和７年度決算に基づく健全化判断比率等

　豊明市は、令和７年度決算においてもいずれの指標も「健全」であり、健全財政を維持しています。

　※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率と将来負担比率は、赤字額がなく黒字比率のため「－」と表示しています。

20.0％ー

　地方公共団体は、健全化判断比率等により、「健全段階」「早期健全化段階」「財政再生段階」の３つの段階に区分さ
れ、早期健全化段階や財政再生段階になった場合には、それぞれの計画にしたがって財政健全化を図ることとなります。

区分

73億9,097万円

公営企業ごとの資金不足額がどの程度あるかの割合

将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

財政規模に占める市債等の割合（3ヵ年平均）

全会計等における赤字の割合

説明

350.0％

35.0％25.0％

健全化判断比率

一般会計等における赤字の割合ー

ー

1.4

ー

30.0％17.71％

20.0％12.71％

財政再生基準早期健全化基準

資金不足比率

将来負担比率

実質公債費比率

連結実質赤字比率

実質赤字比率


